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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第75期

第１四半期連結
累計期間

第76期
第１四半期連結
累計期間

第75期

会計期間

自　平成24年
　　４月１日
至　平成24年
　　６月30日

自　平成25年
　　４月１日
至　平成25年
　　６月30日

自　平成24年
　　４月１日
至　平成25年
　　３月31日

売上高 (千円) 3,120,4483,136,03212,753,597

経常利益 (千円) 247,864 299,536 908,907

四半期(当期)純利益 (千円) 186,453 198,671 614,421

四半期包括利益又は
包括利益

(千円) 201,556 253,967 875,614

純資産額 (千円) 16,567,48117,344,09417,240,957

総資産額 (千円) 22,186,13623,036,52122,960,600

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 18.73 19.96 61.72

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 71.3 72.0 71.8

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しておりま

せん。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容に重要な変更

はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は、

前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間(平成25年４月１日～平成25年６月30日)におけるわが国経済は、政府の経済対策

や日銀の金融政策に対する期待感から円安・株高が進行し、輸出企業を中心に企業業績は持ち直しの兆しが見

られ、景況感は回復基調となっております。

一方、米国では個人消費が底堅く推移し緩やかな成長を維持しておりますが、欧州は政府債務危機の影響で引

き続きマイナス成長となっており、中国やインド等では成長鈍化の懸念が高まっております。

このような状況下、当社グループの業績は、主力の曳船事業ではLNG船への作業数は高水準を維持しているも

のの、コンテナ船や自動車専用船の入出港数の減少で減収となりました。旅客船事業及び売店・食堂事業は、国

内景気に改善傾向が見られたことで、売上高はグループ全体で3,136百万円(前年同期比0.5％増)の増収となり

ました。

利益面では、営業利益は194百万円(前年同期比32.7％増)、経常利益は299百万円(前年同期比20.8％増)、四半

期純利益は198百万円(前年同期比6.6％増)となりました。

 

セグメント別の業績を示すと、次のとおりです。

 

曳船事業

曳船事業は、横浜川崎地区はコンテナ船、自動車専用船の入出港数が減少したもののプロダクトタンカ－の

入出港数が増加し増収となりました。一方、横須賀地区は、エスコート作業数、湾口水先艇作業数が減少し、千

葉地区も石油会社の設備定期点検の影響を受けタンカーが減少し両地区ともに減収となりました。また、東京

地区は、４月は荒天により特殊作業が増加しましたが、６月以降コンテナ船への作業数が減少し売上高はほぼ

横ばいとなりました。

この結果、曳船事業セグメントの売上高は2,252百万円(前年同期比1.2％減)の減収となり、減価償却費等の

固定費の減少により営業利益は153百万円(前年同期比11.3％増)となりました。
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旅客船事業

旅客船事業は、横浜港における観光船部門では、みなとみらい線と鉄道４社との相互乗入れにより乗船客が

増えたことで増収となりました。

久里浜・金谷間を結ぶカーフェリー部門では、４月は強風による欠航が響き減収となりましたが、５月の

ゴールデンウィーク以降は各種イベントが好調で増収となりました。また、震災後の風評被害も落着きを取り

戻し始め乗船客の回復傾向が見られます。

この結果、旅客船事業セグメントの売上高は662百万円(前年同期比5.7％増)の増収となり、営業利益は前年

同期に比べ31百万円増加し37百万円となりました。

 

売店・食堂事業

売店・食堂事業は、カーフェリー船上での各種イベントや房総施設への商品売上が好調で増収となりまし

たが、旗艦店の金谷センターが団体客の落込みで伸び悩んでおります。

この結果、売店・食堂事業セグメントの売上高は221百万円(前年同期比3.3％増)の増収となり、売上原価も

増加しましたが、営業利益は前年同期とほぼ横ばいの３百万円となりました。

 

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は前連結会計年度末に比べ、75百万円増加し23,036百万円となりまし

た。これは主に受取手形及び売掛金が202百万円減少し、減価償却が進んだことで船舶が179百万円減少しました

が、曳船の設備投資が228百万円発生し現金及び預金が281百万円増加したことによるものです。

 

負債は、前連結会計年度末に比べ、27百万円減少し5,692百万円となりました。これは、主に賞与支給が第２四

半期になるため賞与引当金が164百万円増加し、未払法人税等が161百万円減少したことによるものです。

 

純資産は、前連結会計年度末に比べ、103百万円増加し17,344百万円となりました。これは主に四半期純利益が

198百万円計上されましたが、剰余金の配当を149百万円実施したことによるものです。

この結果、自己資本比率は前連結会計年度末より0.2％増加し72.0％となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,040,000

計 40,040,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成25年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年８月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,010,00010,010,000
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 10,010,00010,010,000― ―

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成25年６月30日 ― 10,010 ― 500,500 ― 75,357

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載すること

ができませんので、直前の基準日である平成25年３月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成25年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

55,000
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

9,913,000
9,913同上

単元未満株式
普通株式

42,000
― 同上

発行済株式総数 10,010,000― ―

総株主の議決権 ― 9,913 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式483株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成25年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東京汽船㈱

横浜市中区山下町２番地 55,000 ― 55,000 0.55

計 ― 55,000 ― 55,000 0.55
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「海運企業財務諸表準則」(昭和29年運輸省告示第431号)並びに「四半期連結財

務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」と

いう。)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成25年４月１日から平

成25年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年６月30日まで)に係る四半期

連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
　(1)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
　【四半期連結損益計算書】
　【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
 至 平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
 至 平成25年６月30日)

売上高 3,120,448 3,136,032

売上原価 2,457,886 2,425,693

売上総利益 662,562 710,339

販売費及び一般管理費

販売費 75,060 73,260

一般管理費 440,808 442,484

販売費及び一般管理費合計 515,868 515,744

営業利益 146,694 194,594

営業外収益

受取利息 2,306 2,051

受取配当金 16,344 25,823

負ののれん償却額 3,438 3,039

持分法による投資利益 71,764 67,151

その他 14,328 13,271

営業外収益合計 108,183 111,337

営業外費用

支払利息 6,587 6,334

その他 426 60

営業外費用合計 7,013 6,395

経常利益 247,864 299,536

特別利益

固定資産売却益 ※1
 46,202 －

特別利益合計 46,202 －

税金等調整前四半期純利益 294,067 299,536

法人税、住民税及び事業税 171,881 129,131

法人税等調整額 △80,231 △49,301

法人税等合計 91,649 79,829

少数株主損益調整前四半期純利益 202,417 219,706

少数株主利益 15,963 21,035

四半期純利益 186,453 198,671
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　【四半期連結包括利益計算書】
　【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
 至 平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
 至 平成25年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 202,417 219,706

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △33,742 △24,286

持分法適用会社に対する持分相当額 32,881 58,547

その他の包括利益合計 △861 34,261

四半期包括利益 201,556 253,967

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 187,184 235,048

少数株主に係る四半期包括利益 14,371 18,919
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　(2)【四半期連結貸借対照表】
(単位：千円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,226,879 8,508,465

受取手形及び売掛金 2,395,945 2,193,490

商品 23,240 23,666

貯蔵品 102,024 112,562

繰延税金資産 109,121 160,460

その他 273,296 229,109

貸倒引当金 △3,524 △3,831

流動資産合計 11,126,982 11,223,922

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 381,081 374,510

船舶（純額） 4,112,133 3,933,129

土地 1,435,628 1,435,628

その他（純額） 302,441 529,571

有形固定資産合計 6,231,284 6,272,839

無形固定資産 65,703 62,077

投資その他の資産

投資有価証券 1,719,857 1,680,658

関係会社株式 1,986,330 1,958,160

繰延税金資産 191,167 199,371

その他 1,717,451 1,717,427

貸倒引当金 △78,177 △77,935

投資その他の資産合計 5,536,629 5,477,681

固定資産合計 11,833,617 11,812,598

資産合計 22,960,600 23,036,521
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,050,104 912,518

短期借入金 1,643,670 1,661,171

未払法人税等 290,078 128,975

役員賞与引当金 35,000 8,750

賞与引当金 217,532 381,801

その他 201,455 337,402

流動負債合計 3,437,840 3,430,617

固定負債

長期借入金 67,199 67,199

退職給付引当金 1,195,581 1,167,182

役員退職慰労引当金 389,511 375,050

特別修繕引当金 364,842 396,782

繰延税金負債 161,835 157,164

資産除去債務 2,895 2,906

負ののれん 67,330 64,290

その他 32,606 31,234

固定負債合計 2,281,802 2,261,809

負債合計 5,719,643 5,692,427

純資産の部

株主資本

資本金 500,500 500,500

資本剰余金 75,357 75,357

利益剰余金 15,918,324 15,967,677

自己株式 △40,294 △40,463

株主資本合計 16,453,887 16,503,071

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 185,151 162,980

為替換算調整勘定 △147,084 △88,537

その他の包括利益累計額合計 38,066 74,443

少数株主持分 749,003 766,579

純資産合計 17,240,957 17,344,094

負債純資産合計 22,960,600 23,036,521
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

該当事項はありません。

 

(会計方針の変更等)

該当事項はありません。

 

(四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理)

該当事項はありません。

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１　固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

 
当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日)

船舶 46,202千円 ―――――――

 

(四半期連結貸借対照表関係)

１　偶発債務

　　連結子会社以外の会社の銀行借入に対し、債務保証を行っております。

 

前連結会計年度

(平成25年３月31日)
 

当第１四半期連結会計期間

(平成25年６月30日)

双葉船舶㈱ 82,500千円 双葉船舶㈱ 78,750千円

新昌船舶㈱ 66,429  新昌船舶㈱ 62,001

　　計 148,929  　　計 140,751
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

  当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)及び負ののれんの

償却額は、次のとおりであります。

 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

 
当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日)

減価償却費 216,416千円  193,044千円

負ののれんの償却額 3,438   3,039

 

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日)

　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 149,347 15.00平成24年３月31日平成24年６月29日

 

　(2) 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日)

　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 149,317 15.00平成25年３月31日平成25年６月28日

 

　(2) 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額
合計
(注)

曳船事業 旅客船事業
売店・食堂
事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 2,279,796626,542214,1093,120,448 ― 3,120,448

セグメント間の内部売上高
又は振替高

2,145 16,090 1,109 19,345△19,345 ―

計 2,281,942642,633215,2183,139,794△19,3453,120,448

セグメント利益 137,8415,711 3,141146,694 ― 146,694

(注)　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間(自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額
合計
(注)

曳船事業 旅客船事業
売店・食堂
事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 2,252,737662,098221,1953,136,032 ― 3,136,032

セグメント間の内部売上高
又は振替高

1,485 15,311 1,133 17,930△17,930 ―

計 2,254,223677,410222,3283,153,962△17,9303,136,032

セグメント利益 153,36237,502 3,728194,594 ― 194,594

(注)　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。
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(デリバティブ取引関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。
 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 18.73円 19.96円

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額 186,453千円 198,671千円

普通株主に帰属しない金額 ―千円 ―千円

普通株主に係る四半期純利益金額 186,453千円 198,671千円

普通株式の期中平均株式数 9,956,136株 9,954,354株

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成25年８月14日

東京汽船株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　山　　下　　和　　俊　　印

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　川　　口　　靖　　仁　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京汽船株
式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成25年４月１
日から平成25年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年６月30日まで)に係る
四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結貸借対照表及び注記
について四半期レビューを行った。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期
連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結
財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対
する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準
に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される
質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と
認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京汽船株式会社及び連結子会社の平成25年６月30日現在
の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事
項がすべての重要な点において認められなかった。
 

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上
 

 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提

出会社)が別途保管しております。
２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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